
 

 

春日部労働基準監督署 

春日部市南 3-10-13 

電話048(735)522６ 

令和５年５月号 

 

 

労務管理、安全衛生、労働保険等に関する情報を提供いたします。 

掲載内容についてご不明な点がある場合には、当監督署までお問い合わせください。 

 

  ◆中小企業の月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率について  

～令和５年４月１日から５０％に引き上げられました～ 

労働基準法の定めにより、特に長い時間外労働を抑制することを目的として、 

１か月について 60 時間を超えて時間外労働をさせた場合には、その超えた時間 

の労働について割増率を５０％（通常２５％）として時間外労働手当を支払うこ 

とが、平成２０年の法改正（平成２２年４月施行）により義務づけられました。 

 中小企業についてはこの適用が猶予されてきましたが、この猶予措置は廃止さ 

れ、令和５年４月１日からすべての事業主に適用されました。 

 ６０時間を超える時間外労働の算出方法や、深夜労働・休日労働との関係につ 

いては、２ページ以降のリーフレットをご参照ください。 

 ◆ 発着荷主の皆様へ 長時間の恒常的な荷待ちの発生防止などのお願い 

～トラック運転手の長時間労働抑制にご協力ください～ 

    道路貨物運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態にあり、過労死等の労 

   災支給決定件数が最も多い業種であることから、トラック運転者の長時間労働の 

   是正等を一層積極的に進める必要があります。 

一方、道路貨物運送業の長時間労働の要因の中には、取引慣行など個々の事業 

   主の努力だけでは見直すことが困難なものがあります。トラック運転者の負担を 

   軽減し健康に働けるよう、長時間の荷待ちの改善に向け、荷主の皆様のご理解と 

ご協力が必要不可欠です。 

また、トラック運転者の荷役作業での労働災害や交通労働災害の防止のため、 

   荷主の皆様による道路貨物運送業の事業者との連絡調整や配慮も求められていま 

す。 

ついては、トラック運転者の長時間・過重労働防止の観点から、発着荷主等の 

   都合による長時間の恒常的な荷待ちは、トラック運転者の長時間労働の要因とな 

ることにご理解いただき、その防止に努めていただくようお願いします。 

 荷待ち時間の見直しに当たっては、埼玉労働局労働基準部監督課の「労働時間 

管理適正化指導員」にご相談ください。ご希望があれば、個別に訪問して、取組 

事例やメリットなどをご説明いたします。 

  埼玉労働局労働基準部監督課 ０４８－６００－６２０４ 



中小企業の事業主の皆さまへ

月６０時間を超える時間外労働の
割増賃金率が引き上げられます

２０２３年４月１日から

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

（2023年３月31日まで）

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は 50％（2010年４月から適用）
中小企業は 25％

（2023年４月１日から）

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに50％
※中小企業の割増賃金率を引き上げ

◆改正のポイント
中小企業の月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率が５０％になります

➢2023年４月１日から労働させた時間について、割増賃金の引き上げの対象となります。

業種 ① 資本金の額または出資の総額 ② 常時使用する労働者数

小売業 5,000万円以下 50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

上記以外のその他の業種 ３億円以下 300人以下

（※）中小企業に該当するかは、①または②を満たすかどうかで企業単位で判断されます。



深夜・休日労働の取扱い

代替休暇

月60時間を超える時間外労働を深夜（22:00～5:00）の時間帯に行わせる
場合､深夜割増賃金率25％＋時間外割増賃金率50％＝75％となります。

月60時間の時間外労働時間の算定には、法定休日に行った労働時間は含まれま
せんが、それ以外の休日に行った労働時間は含まれます。

深夜労働との関係

休日労働との関係

月60時間を超える法定時間外労働に対しては、使用者は50％以上の率
で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

（※）法定休日労働の割増賃金率は、35％です。

（割増賃金）
第○条 時間外労働に対する割増賃金は､次の割増賃金率に基づき､次項の計算方法によ

り支給する。
（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この
場合の１か月は毎月１日を起算日とする。
①時間外労働６０時間以下・・・・２５％
②時間外労働６０時間超・・・・・５０％
（以下、略）

（就業規則の記載例）

月60時間を超える法定時間外労働を行った労働者の健康を確保するた
め引き上げ分の割増賃金の支払の代わりに有給の休暇（代替休暇）を
付与することができます。

割増賃金率の引き上げに合わせて就業規則の変更が必要となる場合があ
ります。

｢モデル就業規則｣も参考にしてください。

就業規則の変更



具体的な算出方法（例）

働き方改革推進支援助成金の活用方法（例）

法定休日労働 月60時間を超える時間外労働

➢１か月の起算日は毎月１日
➢法定休日は日曜日
➢カレンダー中の青字は、時間外労働時間数

割増賃金率

♦時間外労働（6 0時間以下）
♦時間外労働（6 0時間超）
♦法定休日労働

カレンダー白色部分 ＝2 5％
カレンダー緑色部分 ＝5 0％
カレンダー赤色部分 ＝35％

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6
５時間 ５時間 ２時間 ３時間 ５時間

7 8 9 10 11 12 13
５時間 ２時間 ３時間 ５時間 ５時間 ５時間
14 15 16 17 18 19 20

３時間 ２時間 ３時間 ３時間 ３時間
21 22 23 24 25 26 27

３時間 ３時間 ２時間 １時間 ２時間 １時間
28 29 30 31
３時間 １時間 １時間 ２時間

➢時間外労働の割増賃金率
60時間以下･･･25％
60時間超･････50％

●勤怠管理システムを導入
各自の労働時間を 把握し、
業務を平準化

●就業規則に月60時間超の
割増賃金率の規定を改正

労務管理の報告業務が非効率な状
況で、時間外労働時間が月60時間
を超える労働者が複数名存在した

勤怠管理システム導入費用
と就業規則の改正費用に、
働き方改革推進支援助成金
を活用
助成率 75％
一定の要件を満たした場合 80％

上限額 最大250万円
事業場内賃金の引き上げ等の
一定の要件を満たした場合
最大490万円

取り組みの結果、時間外労働時間
が月60時間を超える者がいなく
なった

算出例

［活用例］

1か月の起算日からの時間外労働時間数を累計して60時間を超えた時点
から50％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

「働き方改革推進支援助成金」は、働き方改革に取り組む中小企業事業
主に、環境整備に必要な費用の一部を国が助成する制度です。


